
令和 6 年 6 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,220 円 2,282 円

2,220 円 2,274 円

2,220 円 2,108 円

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

業 務 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方
同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方
公衆浴場汚水：1㎥につき   40円（税抜）　44円（税込）

条 例 上 の 使 用 料 *2

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度 実 質 的 な 使 用 料 *3

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

処 理 区 数
12処理区
（二ッ屋処理区、中沼処理区、長柄処理区、内高松処理区、瀬戸町処理区、黒川処理区、元女処理区、箕打処理区、若緑処理区、野寺処理区、宇ノ気
第一処理区、宇ノ気第二処理区）

処 理 場 数
12箇所
（二ッ屋処理場、中沼処理場、長柄処理場、内高松処理場、瀬戸町処理場、黒川処理場、元女処理場、箕打処理場、若緑処理場、野寺処理場、宇ノ気
第一処理場、宇ノ気第二処理場）

広域化・共同化・最適化

実施状況*1
1997（平成9）年4月よりMICS事業で下水道汚泥の広域処理施設として、河北郡市広域汚泥焼却センターを建設・稼働させております。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備
（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の
統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

基本使用料：   8㎥まで    840円（税抜）　924  円（税込）
超過使用料：　50㎥まで   115円（税抜）　126.5円（税込）
　　　　　　　　100㎥まで   125円（税抜）　137.5円（税込）
　　　　　　　　   101㎥～   135円（税抜）　148.5円（税込）

別添２－1

かほく市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 石川県かほく市

事 業 名 ： 農業集落排水事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度

（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

1986（昭和61）年度
（供用開始後39年）

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
全部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 2,380人/k㎡
（＝4,165人÷1.75k㎡）

流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無



③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

職 員 数
職員数は0人です（令和5年度）。

事 業 運 営 組 織 維持管理及び料金徴収を民間委託し（平成30年度）、上水道係と下水道係を統合（平成30年度）して施設係としました。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）
　実施済みです。

 イ　指定管理者制度   実施していません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　実施済みです。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4
　過去にバイオガス利用を検討しましたが、費用対効果が図れないと判断しました。

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5
　土地・施設等利用については、現在未検討です。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　令和5年度に策定・公表しました、令和4年度決算「経営比較分析表」を添付しております。

処理区域内人口の予測

　行政人口の予測は、「社人研」の公表値を2022（令和4）年度実績で補正した人口に、将来開発人口（大崎地区100人）を加算しました。
　処理区域内人口の予測は、地区ごとにコーホート要因法により推計した地区別人口により算定しました。
　また、処理区域内人口は、農業集落排水事業（9地区）の公共下水道への統合により、処理区域内人口が減少します。
　この結果、処理区域内人口は2023（令和5）年度［実績］が4,165人、2033（令和15）年度が201人となり、今後10年間で約3,960人減少する予定です。
　

有収水量の予測

　処理区域内人口の減少に伴い、有収水量も減少すると想定されます。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

○適切な事業執行
　これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費から厳しい経営を強いられております。限られた財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を
行っております。

○水洗化の促進
　公共用水域の水質保全のため、「水洗便所等改造資金融資あっせん制度」や「水洗便所等改造資金助成交付金制度」を活用し、下水道未接続者への周知に努めてまいります。

○収入の確保
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図ります。また、収入の確保のため使用料を確実に収入すると共に、適正な使用料への改定について検
討を進めてまいります。

使用料収入の見通し

　使用料収入は、将来処理区域内人口に、処理区域内人口1人当たり使用料単価実績を乗じて算定しました。
　処理区域内人口の減少に伴い、使用料収入は減少します。

施設の見通し

　現在2023（令和5）年度の汚水管渠整備面積は175haで、水洗化率は98.8%です。
　既存施設については、老朽化による維持管理費用等の増大（負担）が想定されます。

組織の見通し

　現時点で組織変更の予定はありません。
　今後も適切な人員配置に努め、効率的な業務体制を構築していきます。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標

　計画期間の2024（令和6）年度から2033（令和15）年度における災害復旧、施設の新設や改築には、事業費約7.2億円が想定されています。
　早期災害復旧に努めるとともに今後も、ストックマネジメント計画等に基づき、事業量の調整や投資の平準化に努めるとともに、国の支援制度
を活用しながら財源の確保に努め、継続的に農業集落排水施設の管理を行います。

○投資の目標に関する事項
　処理場の統廃合に関する投資及びストックマネジメント計画に従い、継続的な改築・更新を予定しております。

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　今後は、施設の安定運用のためストックマネジメント計画に基づき、適切な更新・長寿命化に努めてまいります。

○広域化・共同化・最適化に関する事項
　引き続き、下水道汚泥の広域処理を実施します。

○民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　引き続き、包括民間委託等を活用し、維持管理費の事業費削減に努めていきます。

○防災・安全対策に関する事項
　処理場施設の耐震工事を予定しております。

目 標

　農業集落排水事業の経費回収率は現在（2023（令和5）年度）、約57%です。
　今後は、公共下水道事業に合わせて下水道使用料の改定を段階的に実施します。

○財源の目標に関する事項
　一般会計からの繰入を極力減らすため、確実な使用料収納と資本費平準化債の発行を計画しています。

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　これまで様々な経費削減等を実施してきましたが、農業集落排水事業の経営状況は現在厳しく、今後も同様の厳しい経営状況が続くと予想されるため、公共下水道事業に合わせ
て下水道使用料の改定を実施する予定です。

○企業債に関する事項
　資本費平準化債（収益的支出に充てた地方債を含む）については、借用可能額以内で計画しました。

○繰入金に関する事項
　資本費の人件費等単独事業については、基準外繰入で算定し、元利償還に充てる繰入金分については基準内で算定しました。

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　現在委託費用（令和5年度）に、処理区域内人口減少に伴う費用減を考慮し、これに物価上昇率（想定）を乗じて算出しました。

○職員給与費に関する事項
　職員削減は未計上です。

○動力費に関する事項
　現在動力費（令和5年度）に、処理区域内人口減少に伴う費用減を考慮し、これに物価上昇率（想定）を乗じて算出しました。

○薬品費に関する事項
　包括委託費用としました。

○修繕費に関する事項
　処理場は令和5年度費用を計上し、管渠は過去5か年（R1～R5）の実績平均費用を計上しました。また処理区（処理区域内人口）の減少を考慮しました。

○委託費に関する事項
　現在委託費用（令和5年度）に、物価上昇率（想定）を乗じて算出しました。また処理区（処理区域内人口）の減少を考慮しました。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

動力費に関する事項 　包括的民間委託等を活用した動力費の抑制を実施済みです。

薬品費に関する事項 　包括的民間委託等を活用した薬品費の抑制を実施済みです。

修繕費に関する事項 　ストックマネジメント計画で計画した修繕工事を実施すべく財源の確保に努めていきます。

委託費に関する事項 　委託業務について、さらなる統合の可能性を検討し、可能であれば経費の削減、効率化に努めていきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項 　汚泥処理のみならず、汚水の広域化の可能性について検討を行っていきます。

投資の平準化に関する事項 　処理場の統廃合、耐震化及びストックマネジメント計画を勘案しつつ適切に実施していきます。

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）
　実施済みです。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

その他の取組 　水洗化促進、収納率向上等の財源確保につながる対策について費用対効果を検証し、取り組んでいきます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

　進捗管理（モニタリング）を適切に実施し、5年を目途に見直しを行うことでＰＤＣＡサイクルを効果的に実施し、経営戦略の事後
検証及び更新を行っていきます。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の

解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

その他の取組 　特にありません。

使用料の見直しに関する事項
　本市ではこれまで様々な経費削減等を実施してきましたが、本市の下水道事業の経営状況は現在厳しく、今後も
同様の厳しい経営状況が続くと予想されるため、下水道使用料の改定を実施する予定です。

資産活用による収入増加

の取組について
　今後、検討していく予定です。

その他の取組 　特にありません。

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど）

　既に実施済みです。

職員給与費に関する事項 　事業の重要性や事業内容の変化など必要に応じて職員の増減を検討していきます。



###

経営比較分析表（令和4年度決算）
石川県　かほく市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
64.44 557.59 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F1 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

35,931

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

4,276 1.75 2,443.43 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率については黒字を示す100％を上回って
いるが、収入については一般会計からの繰入金に依存し
ており、営業収支については赤字となっている。経費回
収率は100％を下回っており、使用料で回収すべき経費
を使用料で賄えていない状況である。また企業債残高対
事業規模比率が類似団体平均値に比べて高い状況であ
り、設備投資に対し需要家数が少なく、大幅な使用料収
入も見込めないため、経営状況は極めて厳しい。事業実
施の際は、補助金等の財源確保に努めているが、不足分
については一般会計からの繰入により事業運営を行って
いる状況である。

資金不足比率(％)

- 25.16 11.90 97.32 2,442

　管渠については現在のところ耐用年数を超過したもの
はないが、今後もカメラ調査による診断などを行い適正
管理を行っていく予定である。施設利用率は62.14％で
あり、類似団体平均値を上回っており、統廃合事業によ
り施設数が減少したことが要因である。今後も年次計画
に基づき、統廃合を主とした工事を実施していく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　使用料収入については、区域内人口の減に伴い減少傾
向にある。事業経営については、一般会計からの繰入に
依存しており、基準外繰入金についても過大となってい
る。経費回収率は低く、使用料の見直しが喫緊の課題で
ある。
　今後は引き続き施設の統廃合や老朽化対策等を行い、
より一層の経営改善に努めていく。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 18.92 20.83 23.13 25.54 28.70

平均値 24.32 28.19 24.80 28.12 28.79

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 137.09 127.98 101.24 124.90 124.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 53.05 56.64 65.16 66.13 69.92

平均値 43.50 44.14 37.24 33.58 35.42

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 1,976.56 1,937.89 2,084.97 1,994.61 2,038.80

平均値 654.92 654.71 783.80 778.81 718.49

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

65.00

66.00

67.00

68.00

69.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 62.54 62.90 63.18 62.51 62.12

平均値 65.39 65.37 68.11 67.23 61.82

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 180.15 180.74 181.28 182.47 183.09

平均値 230.88 228.99 222.41 228.21 246.90

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 50.48 48.68 52.97 64.94 62.14

平均値 56.72 54.06 55.26 54.54 52.90

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 98.17 98.20 98.40 98.60 98.71

平均値 90.04 90.11 90.52 90.30 90.30

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【103.61】 【133.62】 【36.94】 【809.19】

【87.30】【52.55】【273.68】【57.02】

【27.11】 【0.00】 【0.02】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【農業集落排水事業】

R4 R5 R6 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 48,469 43,648 46,612 46,330 49,575 49,113 26,920 13,698 10,039 2,564 2,503 2,443
(1) 48,469 43,648 46,612 46,330 49,575 49,113 26,920 13,698 10,039 2,564 2,503 2,443
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 101,649 84,906 98,348 99,076 99,109 100,491 77,196 61,879 56,286 47,096 47,012 46,995
(1) 65,000 48,300 62,000 61,256 60,698 60,140 32,984 16,802 12,276 3,162 3,038 2,976

65,000 48,300 62,000 61,256 60,698 60,140 32,984 16,802 12,276 3,162 3,038 2,976
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 36,649 36,579 36,348 37,820 38,411 40,351 44,212 45,077 44,010 43,934 43,974 44,019
(3) 0 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 150,118 128,554 144,960 145,406 148,684 149,604 104,116 75,577 66,325 49,660 49,515 49,438
１． 130,084 126,013 128,701 130,579 131,188 134,667 117,725 106,293 100,350 92,395 92,353 92,437
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 48,215 44,316 47,582 48,103 48,442 48,782 27,165 14,080 10,444 2,721 2,666 2,660
14,077 11,933 12,100 12,267 12,386 12,506 6,981 3,628 2,697 704 692 692
4,079 3,800 3,780 3,757 3,723 3,689 2,023 1,031 753 194 187 183

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30,059 28,583 31,702 32,079 32,333 32,587 18,161 9,421 6,994 1,823 1,787 1,785

(3) 81,869 81,697 81,119 82,476 82,746 85,885 90,560 92,213 89,906 89,674 89,687 89,777
２． 15,372 12,326 9,979 9,089 7,795 7,490 7,747 7,868 7,491 11,680 6,888 6,588
(1) 15,372 12,326 9,979 9,089 7,795 7,490 7,747 7,868 7,491 7,177 6,888 6,588
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,503 0 0

(D) 145,456 138,339 138,680 139,668 138,983 142,157 125,472 114,161 107,841 104,075 99,241 99,025
(E) 4,662 △ 9,785 6,280 5,738 9,701 7,447 △ 21,356 △ 38,584 △ 41,516 △ 54,415 △ 49,726 △ 49,587
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 1,514 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 △ 1,514 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,662 △ 11,299 6,280 5,738 9,701 7,447 △ 21,356 △ 38,584 △ 41,516 △ 54,415 △ 49,726 △ 49,587
(I) 16,655 11,317 18 6,298 12,036 21,737 29,184 7,828 △ 30,756 △ 72,272 △ 122,184 △ 171,910
(J) 131,865 104,653 122,854 122,113 121,000 119,888 65,752 33,495 24,472 6,304 6,056 5,933

3,074 1,343 13,537 13,456 13,333 13,211 7,245 3,691 2,697 695 667 654
(K) 188,581 182,849 178,264 167,944 161,568 120,745 104,265 88,134 81,755 74,282 71,219 66,534

172,025 162,858 158,896 148,693 142,492 101,845 93,899 82,854 77,897 73,288 70,264 65,599
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16,555 19,991 19,368 19,251 19,076 18,900 10,366 5,280 3,858 994 955 935
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 48,469 43,648 46,612 46,330 49,575 49,113 26,920 13,698 10,039 2,564 2,503 2,443

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - - - - -

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和7年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 7,0370 0 0 0 0 0 0 0 △ 306 △ 2,819 △ 4,882

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【農業集落排水事業】

R4 R5 R6 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 82,360 68,800 160,024 117,686 132,798 136,576 70,100 39,895 31,662 27,175 22,882 20,113

80,600 64,400 118,087 105,151 96,563 89,468 47,750 38,895 29,467 24,980 20,687 17,918

２． 50,000 42,000 42,146 41,891 41,510 41,128 22,557 11,490 8,395 2,162 2,078 2,035

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 1,650 4,000 139,611 61,419 81,120 234,550 22,350 1,000 2,195 2,195 2,195 2,195

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 767 427 499 496 492 487 267 136 99 26 25 24

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 134,777 115,227 342,280 221,492 255,920 412,741 115,274 52,521 42,351 31,558 27,180 24,367

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 134,777 115,227 342,280 221,492 255,920 412,741 115,274 52,521 42,351 31,558 27,180 24,367

１． 3,410 8,000 182,718 74,492 117,893 283,903 44,700 2,000 4,390 4,390 4,390 4,390

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 182,197 172,025 172,837 158,896 148,693 142,492 101,845 93,899 82,854 77,897 73,288 70,264

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 185,607 180,025 355,555 233,388 266,586 426,395 146,545 95,899 87,244 82,287 77,678 74,654

(E) 50,830 64,798 13,275 11,896 10,666 13,654 31,271 43,378 44,893 50,729 50,498 50,287

１． 46,038 45,119 13,275 11,896 10,666 13,654 31,271 43,378 44,893 46,034 45,995 46,035

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 4,792 19,679 0 0 0 0 0 0 0 4,695 4,503 4,252

(F) 50,830 64,798 13,275 11,896 10,666 13,654 31,271 43,378 44,893 50,729 50,498 50,287

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 1,506,285 1,403,060 1,390,247 1,349,037 1,333,142 1,327,226 1,295,481 1,241,477 1,190,285 1,139,563 1,089,157 1,039,006

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

65,000 48,300 60,364 59,790 62,820 64,917 66,561 61,292 58,097 54,183 53,821 53,601

32,147 26,665 27,325 26,950 30,280 32,676 48,878 52,284 51,516 52,488 52,192 52,006

32,853 21,635 33,039 32,840 32,540 32,241 17,683 9,008 6,581 1,695 1,629 1,595

50,000 42,000 42,146 41,891 41,510 41,128 22,557 11,490 8,395 2,162 2,078 2,035

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50,000 42,000 42,146 41,891 41,510 41,128 22,557 11,490 8,395 2,162 2,078 2,035

115,000 90,300 102,510 101,681 104,330 106,045 89,118 72,782 66,492 56,345 55,899 55,636

令和12年度 令和13年度 令和14年度

他 会 計 負 担 金

令和15年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和14年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

令和15年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和11年度 令和12年度 令和13年度

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和8年度 令和9年度 令和10年度令和7年度本年度


